　資料１　
平成２４年度当初予算の概要（男女共同参画施策関係）


【基本目標１】政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大［６７万円］
　○　審議会委員選任の際の事前協議の徹底［０千円］

　　　審議会委員の男女の割合をいずれも４０％以上となるよう、審議会委員の選任に当たり、男女共同参画課への事前協議を徹底する。

　●　女性職員の能力向上を図る研修の実施や自治大学校等への派遣［５３万９千円］

　　　女性職員の資質向上・職域拡大を行うため、中堅の女性職員を対象とした研修を実施や全国規模の女性リーダー研修等への女性職員の派遣を行う。
　○　職員研修における男女共同参画に関する科目の実施［０千円］

　　　中堅職員研修、新任役付職員研修等の階層別研修や人権問題職場研修リーダー養成講座において、男女共同参画に関する科目を設定し、知識等の習得を図る。

　●　管理職の登用についての目標数値の設定［０千円］

　　　課長級以上の管理職への女性の登用について目標数値を設定し、管理職における女性職員の割合を増やす。

　○　女性職員のためのメンター制度の検討［０千円］
　　　女性職員個々の能力、適性に応じた計画的な育成に向けた取組として、女性職員が先輩職員（メンター）に指導・助言を受ける制度の創設について検討する。

【基本目標２】男女の人権を尊重する市民意識の醸成［２億９，４６７万１千円］

　●　人権啓発事業［１，６８３万１千円］

　　　人権意識を高揚させ、人権についての様々な問題の解消を図るため、パンフレット、カレンダー、広報誌等を広く配布し啓発を行う。

　●　公民館学習会事業［３００万円］

　　　地域の住民を対象に、公民館において男女共同参画に関する学習会を開催し、男女共同参画社会の形成の促進を図る。
　○　男女共同参画啓発標語募集［２万６千円］
毎年6月の男女共同参画週間にあわせ、広く学校等に呼びかけて標語を募集し、庁内の選考委員会で選考したうえで、ヒューマン・フェスタ（人権啓発フェスティバル）で表彰する。また、表彰する標語を冊子・ポスター等の各種広報物に掲載するなど、固定的な性別役割分担意識を問い直し、男女共同参画社会形成のための取組が各方面で行われるよう、標語を活用した広報・啓発を行う。

　●　市の広報ツールの活用［２億７，３１０万４千円］

　　　広報紙、ホームページ、広報番組等、市の様々な広報ツールを活用して、人権や男女共同参画について啓発を行う。

　●　有害図書類に関する販売店等への協力要請［０千円］
有害図書類の青少年への販売規制等に関し、コンビニエンスストアや書店、ビデオ店などに徹底を図るよう協力を要請する。
【基本目標３】男性、子どもにとっての男女共同参画の推進［１，１４６万６千円］
　○　男性の家庭生活・地域活動等への参画支援［２６６万２千円］＜新規＞

　　　男性の家事や子育て、地域活動への参画を促進するため、次の二つの事業を公募提案型協働モデル事業として実施する。

＜カジダン・イクメン養成講座＞

２０歳代から４０歳代の働く男性を主な対象として、講座（６回）とワークショップ等を実施するとともに、講座等の終了後にサークルを立ち上げるなど、男性の実践に向けた繋がりづくりを進める。

＜プラチナ世代向けセミナーの開催・ガイドブックの出版＞

５５歳以上または定年退職後のプラチナ世代の男性を主な対象として、セミナー（１０回）を開催したうえで、ガイドブック（５千部）を作成し、男女共同参画推進センター等でのテキストとして活用するとともに、セミナー受講生をグループ化し、男性の実践に向けた繋がりづくりを進める。
　●　小・中学校における男女平等に関する副読本の活用［１７万５千円］

　　　小中学校の児童生徒に対し、男女平等に関する副読本を活用した授業を行い、男女平等意識の醸成を図る。

　●　各学校における人権教育の推進や家庭科教育などの充実［１４８万７千円］
　　　学校や幼稚園の教育活動において、男女共同参画の視点に立った指導を行い、男女平等意識の醸成を図る。

　●　プロフェッショナル人材活用事業［８６万５千円］

　　　産業現場のプロや大学教授が専門的な知識・技術指導を行い、職業観の醸成や学問への意欲・関心を高めるなど、進路選択能力を高める。

　●　電子メディアと子どもたちとの健全な関係づくりの推進事業［２９０万７千円］

「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例」を周知させ、フィルタリングの啓発を行うとともに、ノー電子メディアデーの推進、電子メディア・インストラクター養成講座の開催等を行う。
　●　「命の大切さを伝える教育推進プログラム」の策定・実施［０千円］
命の大切さを伝え、自他の命を共に尊重する力を身に付けさせるため、「エイズ・がん予防、思春期の性・悩み対策」、「飲酒喫煙薬物乱用の防止」、「学校安全対策（不審者対応）」についての検討会議を設置し、指導プログラムの策定及び教材の作成を行い、市立小・中・高等学校への全校展開を図る。 

【基本目標４】働く場における男女共同参画の推進［５３０万１千円］

　○　事業者に対する啓発文の送付［０千円］

　　　雇用分野における男女共同参画を推進するため、事業所に対する啓発文の郵送や商工業者の機関紙への掲載の働きかけなどを行う。

　○　事業所向け男女共同参画支援講座の実施［１４万４千円］

　　　中小事業所へ人事教育コンサルタント等の専門講師を派遣し、従業員の育児参加に係る職場の理解や仕事と生活の調和が事業所や従業員にもたらすメリットなどをテーマとした講座を実施する。

　●　創業支援事業［４５８万６千円］

　　　市内での創業を目指している者を性別や年齢等に関わらず募集し、事業プラン作成支援やアドバイザー派遣等による創業支援を行う。
　●　家族経営協定の普及・啓発［１６万６千円］

　　　農家が男女を問わず意欲を持って農業に従事できるよう、農業経営を担っている世帯員相互間のルールを文書にして取り決める。

　●　広島市女性農業士認定事業［１５万９千円］

　　　女性農業者のリーダーとして活動し、その能力開発や地位向上を図るため、女性農業士として認定し、研修を行う。

　●　市の研究機関や医療機関等における女性職員の登用［０千円］
科学技術・学術分野や医療分野における女性の意思決定への参画を促進するため、本市が率先して研究機関や医療機関等の女性職員の登用に努める。
【基本目標５】地域における男女共同参画の推進［９，３６０万８千円］
　●　女性団体への補助［２９４万３千円］

　　　地域の女性会や母親クラブ等の女性団体の活動を維持継続するとともにより活性化させるため、補助を行う。

　○　広島市女性団体連絡会議補助［１６万円］

　　　女性団体連絡会議の取組を支援し、その活動が一層活性化するよう、補助を行う。

　●　ひろしま情報ａ-ネットによる情報提供［６，８２４万４千円］

生涯学習、まちづくり・ボランティア・ＮＰＯ、芸術・文化、スポーツ・レクレーションの分野における市民活動に関する情報を掲載したウェブサイト（ひろしま情報ａ-ネット）を活用し、様々な活動に利用できる施設の情報や、活動中の団体・サークル情報、気軽に参加できる講座・研修やイベント情報などを提供する。

●　女性消防団員の育成・支援［３万７千円］

　　防災分野における女性の参画の拡大を図り、災害が発生した場合などに女性の視点を反映した防災活動等ができるよう、女性消防団員の育成を行う。

　○　総合相談の実施（広島市男女共同参画推進センター指定管理）［１４４万７千円］＜新規＞
　　　男女共同参画推進センターにおいて、女性のための電話相談、男性のための電話相談、一般面接相談、こころ・法律・キャリア・健康に関する面接相談を実施するとともに、グループ相談を実施する。

　○　情報提供の充実（広島市男女共同参画推進センター指定管理）［５１万５千円］＜新規＞
　　　男女共同参画推進センターにおいて、資料室の運営、ホームページの運営、メールマガジンや広報紙の発行等を実施する。

　○　学習・研修の支援（広島市男女共同参画推進センター指定管理）［１３７万６千円］＜新規＞
　　　男女共同参画推進センターにおいて、女性の就労支援講座、女性のための健康づくり講座、人権研修、ボランティアリーダー・ボランティアコーディネーター育成講座等を開催する。
　○　調査研究及び普及啓発の推進（広島市男女共同参画推進センター指定管理）［３４１万３千円］＜新規＞
　　　男女共同参画推進センターにおいて、男女共同参画推進状況に関する調査研究や、男女共同参画フォーラム、出前講座、啓発リーフレットの作成等を行う。
　○　市民活動・交流の支援（広島市男女共同参画推進センター指定管理）［４７万３千円］＜新規＞
　　　男女共同参画推進センターにおいて、登録団体活動支援、登録団体等共催事業、地域におけるネットワーク形成事業等を実施する。

【基本目標６】ワーク・ライフ・バランスの推進［３０億１，１６２万８千円］
　○　仕事と生活の調和に関する情報誌の発行［４９万８千円］

優秀な人材の確保、企業イメージや評価の向上など、民間事業所が仕事と生活の調和に取り組むメリットや、時間単位の有給休暇制度、短時間勤務制度の導入など、先進的な取組事例等を掲載した情報誌を作成し、母子健康手帳の交付時に配布するとともに、市内の事業所（約1500社）へ配布する。

　○　事業所等への情報提供サイトの運営［０千円］

　　　事業所における男女共同参画の取組を促進するため、先進事業所の取組事例や取組の参考となる情報をホームページを活用して提供する。

　●　保育園の整備［３億９，９２８万２千円］

　　　私立保育園の新設や増築整備、私立保育園の認定保育園化などの施設整備により、児童受入枠の拡大を行い、入園待機児童の減少を図る。

　●　留守家庭子ども会の運営［１０億８，６１０万１千円］

　　　下校後、午後５時頃まで保護者が家庭にいない小学校低学年の児童を、児童館や学校の空き教室を利用して生活指導や遊びの指導を行う。

　●　地域子育て支援拠点事業［６，８４７万６千円］＜拡充＞
　　　子育て家庭を対象に、育児不安等の相談・指導、子育てサークルの育成支援、育児講座の開催等を行い、安心した子育てと子どもの健全育成を図る。また、平成２４年度においては、地域における子育て支援のニーズが顕在化していることなどから、地域において社会福祉法人、ＮＰＯ法人等が自主的に運営する常設型のオープンスペースに対して補助を行う。
　●　家族介護教室の開催［５５７万６千円］

　　　高齢者を介護している家族や近隣の援助者等を対象に、介護方法、介護者の健康づくり等について学ぶ教室を開催し、介護している家族等の身体的、精神的負担の軽減を図る。

　○　男女共同参画推進事業所表彰［１６万５千円］
子育てのための柔軟な勤務時間の適用や子育て等で一度離職した女性の積極的な採用など、仕事と家庭や子育て等との両立支援などに積極的に取り組んでいる事業所を男女共同参画推進事業所として表彰し、その取組を広く市民や他の事業所等に紹介する。また、受賞事業所には、入札等における加点や低利融資などのメリットを付与する。

　○　男女共同参画推進連携会議の開催［３万４千円］

職場や家庭、地域において男女共同参画の実践的な活動を行っている事業者や市民等から構成する会議を開催し、民間事業所等における男女共同参画の促進に向けた本市の諸施策等について、意見・提言をいただく。（年2回開催）
　○　市役所における男女共同参画取組計画「トップランナー計画」の推進［０千円］
　　　本市職員が率先して仕事と生活の調和の確保をはじめ、男女共同参画の推進に取り組み、社会のあらゆる分野における取組の範を示すため、強化月間を指定して、定時退庁などに努める。
【基本目標７】様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備［８３５億４，２８７万５千円］

　●　居宅介護サービス等の給付［７２６億５，１３７万円］

　　　居宅要介護費保険者を対象に、居宅サービスを利用した際の利用料の９割を給付することで、居宅における介護サービスの利用を促進し、高齢者の自立を支援する。

　●　地域生活支援事業［２４億７，１９２万２千円］

　　　障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業として、相談支援事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業、日常生活用具給付事業等を実施する。
　●　外国人市民のための生活ガイドブックの作成［６１万３千円］
　　　日常生活に必要な行政サービスや生活関連の情報をまとめ、６言語に翻訳したガイドブックを作成・配布し、外国人市民の暮らしの利便性の向上や多文化共生意識の高揚を図る。
　●　外国人のための相談事業［４９６万２千円］

　　　日本語に不慣れな外国人市民のために、多言語で対応できる相談窓口を開設し、面会や電話による生活支援相談、生活関連情報の提供・翻訳、行政機関等への通訳派遣等を行う。

　●　図書館等における多言語の書籍等の充実［３９万９千円］

　　　市内の図書館において、多言語の書籍を整備し、外国人市民に対するサービスの向上を図る。

　●　母子相談事業［２，７０３万２千円］

　　　母子家庭や寡婦を対象に、各区の母子自立支援員が生活全般の相談・指導を行い、母子家庭等の生活の安定を図る。

　●　児童扶養手当の支給［４６億８，０２２万１千円］

　　　母子家庭の母及び父子家庭の父を対象に、児童扶養手当を支給し、ひとり親家庭の生活の安定を図る。

　●　母子家庭等就業支援事業［１，８１１万５千円］

　　　母子家庭等の生活の安定を図るため、母子家庭の母・寡婦を対象として、技能習得講習会、特別相談事業、就業支援セミナー、就業支援活動事業を実施する。

　●　若者の自立・就労支援対策事業［６１９万９千円］
　　　ニートの状態にある若者等の支援のため、フリースペースの提供、講演会・セミナーの開催等を行う。
【基本目標８】女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者への支援［２４５億２，７１０万１千円］
　●　暴力被害相談センターの運営［１，１３６万２千円］
　　　暴力を受けている市民に対し、暴力絡みの問題について助言や指導を行い、市民が安心して暮らせるよう支援する。

　○　リーフレット、携帯カードの作成［５４万円］＜拡充＞
ＤＶに対する認識の浸透・徹底を図るとともに、ＤＶ相談窓口を周知するため、ＤＶ防止啓発リーフレット及びＤＶ被害者支援携帯用カード等を作成・配布する。なお、平成２４年度は、新たに視覚障害者向けの点字リーフレットを作成・配布する。

　○　配偶者暴力相談支援センターの運営［９１５万９千円］

女性相談員（３名）による電話・面接相談等を実施する。

　○　ＤＶ専門電話相談（ひろしまＤＶホットライン）の実施［１１０万円］

ＤＶ被害者が安心して相談できるよう、ＤＶ被害者の支援を行っているＮＰＯ法人へ委託し、無料で電話相談を実施する。

　○　ＤＶ専門法律相談の実施［２１万６千円］

面接相談者のうち、弁護士による相談が必要な者については、弁護士法律相談を実施する。

　○　臨床心理士によるカウンセリングの実施［２１万６千円］

被害者の精神的なケアを行うため、専門知識を持った臨床心理士によるカウンセリングを実施する。

　○　ＤＶ対策関係機関連絡会議の運営［２万６千円］

広島市域のＤＶ対策関係機関による情報交換、研究協議などを行うため、ＤＶ対策関係機関連絡会議を開催する。（年2回開催）

　○　女性相談員の資質向上・窓口職員研修［３２万７千円］

相談員のＤＶ被害者サポート技術や法令、医療等の知識の習得に向け、研修会等へ参加するとともに、窓口職員等を対象とした２次被害防止等のための研修を実施する。

　○　女性相談員による同行支援の実施［９万４千円］
被害者の精神的・肉体的負担を軽減するため、一時保護を行う必要がある場合には、県婦人相談所への同行支援を実施するとともに、警察及び区役所等関係機関に出向く場合についても同行支援を実施する。また、福祉制度等の利用に関して窓口において必要となる証明書等の作成を補助する。

　○　民間シェルターへの補助［１２０万円］

民間シェルターの運営の安定を図るため、運営費を助成する。

　○　緊急宿泊事業の実施［３１万５千円］

緊急に保護を求めてきた被害者に対し、県婦人相談所での一時保護が行われるまでの間、被害者の安全を確保するため、民間シェルターにおいて短時間保護（１泊程度）を実施する。

　●　ファミリー・サポートセンター事業［９２１万円］
地域における子育ての相互援助活動の促進を図るとともに、病児・病後児の預かりに対応できる体制の整備を行う。

　●　高齢者虐待防止対策事業［１２２万円］

介護サービス従事者等に対する研修を実施し、高齢者虐待に関する理解と認識を高め、早期発見・早期対応に努めるとともに、医師会、弁護士会、地域団体、介護保険事業所、警察等と連携し、高齢者虐待に関する地域住民への啓発や虐待を受けた高齢者の保護、養護者に対する支援などを行う。
　●　児童虐待防止対策事業［２，１５６万６千円］

児童相談所において、児童虐待対応協力員、児童虐待相談員などを配置し関係機関との連携の強化を図るとともに、虐待対応のための弁護士、法医学医師等の専門家を配置する。
　●　子どもの安全対策推進事業［３，７４４万８千円］
　　　「子ども安全の日」事業、「こども１１０番の家」事業、「８・３運動」等の登下校時の見守り活動に取り組むとともに、安全意識啓発マップづくりや防犯ブザーの所持・携帯の推進など子どもの自己防衛意識の高揚に取り組む。
【基本目標９】生涯を通じた健康支援［２３億３，７７８万６千円］

　●　思春期精神保健に関する相談指導［３４０万１千円］
思春期相談や診療、中・高等学校教員への技術援助・研修の実施や市立高校精神保健連絡会を開催する。 

　●　妊婦乳児健康診査事業［１１億１，９８８万６千円］

　　　医療機関に委託して健康診査を行い、妊婦及び乳幼児の健康管理の向上を図る。
　●　不妊治療費助成［１億９，８６１万１千円］

医療保険が適用されず、高額な医療費がかかる不妊治療に要する費用の一部を補助する。
　●　がん検診の実施［８億９，５４１万１千円］

　　　胃がん、大腸がん、肺がん、子宮がん、乳がんの検診を行い、市民の健康の増進を図る。

　●　こころの健康相談の実施［６０３万６千円］

　　　精神的な悩みや病気に関する電話相談及び面接相談を実施し、疾病の予防、精神障害者の社会復帰支援、市民の健康の保持増進を図る。

　●　エイズ予防対策事業［５６万８千円］

　　　協力団体等による啓発活動や街頭キャンペーンにより、エイズに対する正しい知識を持ち、偏見を解消する。

　●　喫煙対策推進事業［６３万７千円］
禁煙教室、禁煙相談、パネル展などにより、喫煙と健康に関する正しい知識の普及・啓発を行い、市民の健康の増進を図る。
【基本目標１０】平和の発信と国際理解・国際協力の推進［２，５３６万７千円］

　●　国際社会の中で共に生きていくことができる資質や能力の育成［７４５万４千円］

国際的視野を持った高校生の育成を図るため、国外留学の実施及び交換留学生の受け入れを行う。 

　●　姉妹・友好都市との交流推進事業［５１９万７千円］

　　　代表団・芸術団の相互派遣による友好交流を行い、広島市民及び姉妹・友好都市市民の相互理解を深め、良好な友好関係を構築する。

　●　国際交流・協力事業への助成［８８万７千円］

　　　国際交流団体や国際協力団体の活動への助成を行い、国際交流・協力団体の育成と活動の充実を図る。

　●　国際交流ネットワークひろしまの運営［１０７万円］
国際交流・協力団体に対し、ネットワークへの登録、情報提供、活動場所や備品等の提供を行い、団体間の連携の促進を図る。

【その他】第２次基本計画に掲げられていない管理的な事業・取組［８，２０８万２千円］
　○　男女共同参画推進センター指定管理（事業費を除く）［５，４８８万９千円］

　　　男女共同参画推進センターの管理運営を指定管理者に委託する。（人件費及び施設管理費）
　○　女性福祉センター管理運営［５１８万６千円］

　　　女性福祉センターの劣化状況調査及びＰＣＢ廃棄物処理を行う。
　○　女性福祉センター指定管理［２，００４万６千円］

　　　女性福祉センターの管理運営を指定管理者に委託する。
　○　男女共同参画審議会の運営［４１万７千円］

　　　年２回、男女共同参画の推進に関する施策の実施状況等について審議する審議会を開催し、意見・提言等をいただく。
　○　年次報告書の作成［３４万６千円］

　　　男女共同参画の推進に関する施策の実施状況等について明らかにした報告書を作成・配布する。

※　第２次広島市男女共同参画基本計画の基本目標ごとに、主な事業・取組を記載している。


※　複数の基本目標に該当する事業・取組（「再掲」の事業・取組）については、最も関わりが深いと考えられる基本目標の中で記載している。


※　広く市民を対象とした事業・取組で、男女共同参画の推進に関する部分に係る予算額の算定が困難なものについては、総予算額を記載している。


※　予算額が「０千円」の事業・取組は、事業費をかけずに実施する事業・取組をあらわす。


※　冒頭に「○」を付した事業・取組は男女共同参画課が所管するもの、「●」を付した事業・取組は男女共同参画課以外の課が所管するものをあらわす。





「第２次広島市男女共同参画基本計画」に掲げた事業・取組に係る事業費の計


計：１，１３８億５，０４７万３千円


（男女共同参画課所管分：２，４１０万６千円、その他の課所管分：１，１３８億２，６３６万７千円）





平成２４年度当初予算（男女共同参画施策関係）の合計


計：１，１３９億３，２５５万５千円


（男女共同参画課所管分：１億６１８万８千円、その他の課所管分：１，１３８億２，６３６万７千円）
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